
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 半田市の概要 
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１．半田市の人口及び面積 

（１）半田市の人口推移 

  

半田市は昭和12年に市制を開始し、平成20年には人口が12万人に到達しました。 

 図1-1は、国立社会保障・人口問題研究所のデータで、平成47年までの半田市の人口の

推計を表したものです。 

 総人口を見ると、平成32年をピークに、徐々に減少していくと推計されています。 

 また、男女の構成割合を見ると、半田市では女性の割合の方がわずかに高く、今後、 

その差は拡大していくことが予測されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図１－１：半田市の人口推計＞ 

平成17年 平成22年 平成27年 平成32年 平成37年 平成42年 平成47年

総人口 115,845 119,005 120,428 120,898 120,640 119,814 118,366

男 49.7 49.7 49.6 49.5 49.3 49.1 49.0 

女 50.3 50.3 50.4 50.5 50.7 50.9 51.0 
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（２）年齢層別人口の推計 

 

図1-2は、国立社会保障・人口問題研究所のデータで、総人口の推移を年齢層別に表し

たものです。 

年齢層別に人口推計を見ると、0～14歳（年少人口）及び15～64歳（生産年齢人口）の

人口は年々減少していく傾向にあります。 

一方、65歳以上（高齢者人口）の人口については、年々増加していくと推計されており、

半田市においても少子高齢化が進んでいくことが予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図１－２：年齢層別人口の推計（単位：人） 

平成17年 平成22年 平成27年 平成32年 平成37年 平成42年 平成47年

75歳以上 8,336 10,490 12,708 15,084 17,886 18,692 18,935

65～74歳 11,410 12,890 14,873 14,451 12,809 13,799 15,580

15～64歳 77,232 77,496 76,452 76,474 76,082 73,851 70,575

0～14歳 18,867 18,129 16,395 14,888 13,863 13,472 13,276
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（３）各地区の人口密度 

  

市内の中学校を基準として半田市を分割

すると、図1-3のように青山中学校区、成岩

中学校区、半田中学校区、乙川中学校区、

亀崎中学校区の５つの地区に分けられます。 

 図1-4は各地区の人口（平成23年12月末

時点）、面積、人口密度を表したものです。 

まず、人口についてみると、半田中学校 

区が3万503人、乙川中学校区が3万200人と 

ほぼ同数となっており、市内で最も人口の 

多い地区となっています。次いで、成岩中 

学校区が2万2,916人、青山中学校区が2万 

2,237人とほぼ同じ人口となっており、半田市の最北東に位置する亀崎中学校区の人口は 

1万3,961人で、他地区と比較して圧倒的に人口が少なくなっています。 

次に、各地区の面積についてみると、青山中学校区が1,320haで最も大きくなっていま

す。次いで半田中学校区が1,095ha、乙川中学校区が1,048haとほぼ同じ大きさとなってお

り、市内で最も面積の小さい地区として、亀崎中学校区の675ha、成岩中学校区の584ha

の順となっています。 

最後に、各地区の人口と面積から人口密度を割り出して見ると、成岩中学校区が1haあ

たり3,924人と圧倒的に高い数値となっており、最も人口密度の小さい地区は青山中学校

区で、1haあたり1,685人となっています。 
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＜図１－３：半田の地区＞ 

＜図１－４：地区別人口密度＞ 
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（４）各地区の人口構成 

  

図1-5は、各地区における年齢層別の人口構成割合を表したものです。※１ 

 各地域における人口の構成を比較すると、65歳以上の人口の割合についてはほぼ同じと

なっています。 

一方、0～15歳、16～64歳については、亀崎中学校区を除いては、ほぼ同じ割合となっ

ており、亀崎中学校区では、他の地区と比較して0～15歳の割合が高く、16～64歳の割合

が低いのが特徴となっています。 

 
 ※１：年齢層区分については「半田市市民協働推進計画（参考資料）H24.3策定」のデータを用い

ているため、図1-2の年齢層区分とは異なります。 

 

 

 

＜図１－５：地区別人口構成＞ 

青山中学校区 成岩中学校区 半田中学校区 乙川中学校区 亀崎中学校区

75歳以上 8% 9% 9% 9% 10%

65～74歳 11% 10% 11% 10% 11%
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２．半田市の財政状況 

 

（１）財政規模の推移 

  

図1－6は、普通会計※１における平成13年度から平成23年度までの歳入及び歳出決算の

推移を表したものです。 

 国の制度改革や世界経済の影響により年度間での上下変動はあるものの、平均値をとる

と、本市の財政規模は、歳入では370億円程度、歳出では360億円程度であることが分かり

ます。 

年度間の上下変動の詳細を見ると、小泉内閣の三位一体改革による国庫財源の減、普通

交付税の不交付団体への転換、土地取得特別会計における地方債償還の終了などにより、

平成16年度は最も財政規模が小さくなりました。その後は、税法改正や自動車関連企業等

の増益等による市民税収入の増加や国県支出金の増加などにより財政規模は回復しまし

た。しかし、平成20年度後半のリーマンショックの影響により、再び縮小しました。こう

した情勢を受け、国の景気対策として各種臨時交付金や定額給付金事業補助金などが実施

され、平成21年度の財政規模は平成19年度並みに回復しました。平成22年度以降は、平成

22年度に実施した市民税減税や前年度に実施された定額給付金等が終了したことにより、

再び縮小傾向にあります。 

 

※１：普通会計とは、公営事業会計以外の会計を統合して１つの会計として取りまとめたものをいい、

総務省の地方財政状況調査に係る会計区分です。本市では、一般会計、中小企業従業員退職金等

福祉共済事業特別会計 、知多半田駅前土地区画整理事業特別会計、乙川中部土地区画整理事業

特別会計、学校給食特別会計、黒石墓地事業特別会計が対象となります。 

 

 

 

 

  

＜図１－６：歳入・歳出決算の推移（単位：億円）＞ 
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（２）歳入内訳の推移 

 

図1－7は、平成13年度から平成23年度の普通会計における歳入内訳の推移を表したもの

です。 

地方税を見ると、平成20年度を境に減少傾向にありますが、これは平成20年度後半の

リーマンブラザーズの破綻に端を発した世界的な経済不況の影響と、平成22年度に本市が

実施した市民税減税の影響によるものです。 

一方、国庫補助金や県支出金を見ると、世界的な経済不況を受けて国が実施した各種臨

時交付金や定額給付金事業補助金などにより、平成21年度以降は増加しています。 

地方交付税を見ると、平成16年度以降、普通交付税の不交付団体となっていましたが、

地方税の大幅な減少等により、平成22年度から再び交付団体となっています。 

地方債を見ると、年々増加傾向にある生活保護費をはじめとする扶助費の増加に対応

するため投資的経費を抑制している状況であり、それに伴い減少傾向となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

＜図１－７：歳入内訳の推移（単位：億円）＞ 
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（３）市税の推移 

  

図1－8は、平成13年度から平成23年度までの市税決算額の内訳の推移を表したものです。 

 半田市では市税が歳入全体の58.9%を占めており（平成23年度決算）、その中でも市民税

と固定資産税が市税収入の大部分を担っています。 

 まず、固定資産税を見ると、年度間で大きな変動はなく、安定して高い水準で推移して

おり、景気変動の影響を受けにくい収入であることが分かります。 

 一方、市民税を見ると、平成16年度以降に税法改正や自動車関連企業の増益により右

肩上がりでしたが、平成20年度後半のリーマンショック以降は下降傾向にあるように、

景気の変動を受けやすい収入であることが分かります。 

 また、都市計画税やその他の税目を見ると、市民税や固定資産税に比べ額は小さいも

のの、過去11年間安定して推移しています。 

 

 

 

 

 

＜図１－８：市税の推移（単位：億円）＞ 
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（４）性質別歳出の推移 

 

図1－9は、平成13年度から平成23年度の普通会計における歳出決算額の推移を表したも

のです。 

扶助費を見ると、平成13年度の33億円から年々増加しており、平成23年度には80億円と

なり、平成13年度の2倍以上となっています。 

次に人件費を見ると、平成13年度の68億円をピークに、人員の削減や手当の削減等によ

り減少傾向にあり、平成23年度には56億円となっています。 

 また、繰出金や公債費についても、繰上償還の実施等により年々減少傾向にあります。 

補助費等を見ると平成 21年度に大きく増加していますが、これは国が実施した定額給

付金給付事業によるものであり、この年を除いてはほぼ同額で推移しています。 

一方、投資的経費を見ると、扶助費の増加に対応するため抑制せざるを得ない状況に

あり、平成 13年度の 82億円をピークに減少傾向にあり、平成 23年度には 28億円まで

減少しています。 

 

 

 

＜図１－９：性質別歳出の推移（単位：億円）＞ 
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（５）地方債残高の推移 

  

図1－10は、平成13年度末から平成24年度末（見込み）までの地方債残高の推移を表し

たものです。 

半田市の地方債残高については、下水道事業に係るものの割合が高いことが特徴のひと

つです。これは、昭和34年の伊勢湾台風を始め、これまで何度も水害で大きな被害を受け

た苦い経験から、水に強い都市づくりのために雨水排水対策に力を注ぎ、早急に整備を進

めてきたためです。 

現在では、３か年実施計画により中期の地方債発行計画を把握し、起債発行の抑制や年

度間の起債のバランスを調整したり、公的資金の繰上償還を実施するなどしたりして、確

実に地方債残高を縮減しています。 

 

 

 

 

 

＜図１－１０：地方債残高の推移（単位：億円）＞ 
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